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－ 4 －

国民生活基礎調査について 
 

１．調査の目的及び沿革 
　国民生活基礎調査は、保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項を調

査して、厚生労働行政の企画及び運営に必要な基礎資料を得ることを目的とするもの

である。 

　本調査は、厚生行政基礎調査（昭和28～60年）、国民健康調査（昭和28～60年）、国

民生活実態調査（昭和37年～60年）、保健衛生基礎調査（昭和38～60年）の４調査を

統合することによって世帯の状況を総合的に把握し、併せて地域別に観察できるもの

とした調査であり、統計法に基づく指定統計第116号である。 

　昭和61年を初年として３年ごとに大規模な調査を実施し、中間の各年は簡易な調

査を実施することとしている。 

　平成19年は、第８回目の大規模調査の実施年であった。 

 

 

２．調査の対象及び客体 
　　全国の世帯及び世帯員を対象とし、世帯票及び健康票については、平成17年国勢

　調査区から層化無作為抽出した5,440地区内のすべての世帯（約29万世帯）及び世帯

　員（約76万人）を、介護票については、前記の5,440地区内から層化無作為抽出した

　2,500地区内の介護保険法の要介護者及び要支援者を、所得票及び貯蓄票については、

　前記の5,440地区内に設定された単位区から無作為に抽出した2,000単位区内のすべて

　の世帯（約４万世帯）及び世帯員（約10万人）を調査の客体とした。 

　（注：「単位区」とは、推計精度の向上、調査員の負担平準化を図るため、一つの国勢 

　　調査区を地理的に分割したものである。） 

 

 

３．調査の系統 

　世帯票・健康票・介護票 

　　厚生労働省　　　都道府県　　　　　　保健所　　 指導員　　 調査員　　 世帯　

　　　　　　　　　　　　　　保健所設置市 

　　　　　　　　　　　　　　特 別 区 

　所得票・貯蓄票 

　　厚生労働省　　都道府県　　　　　福祉事務所　　 指導員　　 調査員　　 世帯　 

　　　　　　　　　　　　市・特別区及び 

　　　　　　　　　　　　福祉事務所を設 

　　　　　　　　　　　　 置する町村 

 

 

【利用上の注意】 
１　所得については平成18年１月１日から12月31日までの１年間の所得、貯蓄・借 

　入金については平成19年６月末日現在の貯蓄額・借入金残高である。 

２　世帯に関する事項の年次推移に係る昭和60年以前の数値は、「厚生行政基礎調査」

　による。 

３　平成７年の数値は、阪神・淡路大震災の影響により、兵庫県については調査を実

　施しておらず、集計した数値は兵庫県分を除いたものである。 


